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論文内容の要旨
基盤未整備や老朽密集、用途混在地域など問題のある既成市街地の広がりは、従来の土地区画整理事業
や市街地再開発事業だけでは対応できず、近年多くの地域で多様な取り組みがみられる。しかし、これら
の面整備事業はなかなか捗っていないのが現状である。そこでこれを克服して今後の問題市街地の面整備
事業を拡大することが、わが国の都市計画の大きな課題となっている。
本研究は、こうした背景から、地区全体の改造よりも部分の改善効果を、持続的に地区全体に繋いで、い
ける事業手法として「連鎖型面整備事業」の概念を提起し、この実態を先行的に示していると考えられる
事業実施例を取上げ、その事業展開と要因・効果を分析整理することにより連鎖構造を明らかにすること
を目的とし、そこから連鎖し易い事業手法の枠組みのイメージをまとめたものである。
第 1章は、研究の背景・目的を述べ、 3つの事業実施例からその構造を分析する方法を示した。また、
既往研究との関連から本研究の位置付けを示した。
第2章は、本研究が対象とする「既成市街地」の範囲と問題市街地を、既往の類型化を参考に整理し位
置付けた。又、主要な市街地整備の3つの事業制度の流れを概括したうえで、「連鎖型面整備事業」の概
念を提起した。
第3章では、密集住宅市街地整備事業を対象に、密集市街地の広がりを把握し事業を類型化した上で、
寝屋川市の東大手IJ・萱島東の2地区を取上げ、連鎖の展開とその要因及び波及効果を分析した。その結果、
連鎖型面整備事業が「自力更新事業」と「連鎖誘因システム」の2つの構造をもつことを明らかにするこ
とができた。
第4章では、大震災後の市街地再生に大きく貢献した住宅市街地整備総合支援事業をとりあげた。神戸
駅周辺地区の事業実態から、一般住宅市街地と共に文化的機能も含めた商業地の整備など、その多面的事
業が連鎖型面整備の構造を示し、有効に展開したことを読み取ることができた。
第5章では、市街地再開発事業を連鎖させた事例として川西能勢口駅周辺地区を取上げた。多年度に渡
り1つの地区整備計画のもとに、公共基盤整備と大小の再開発事業が連鎖的に展開された実態を分析し、
複合型中心市街地の構造を大きく変え整備効果を上げた事を明らかにした。
第6章では、第3--5章の検討を通じて、市街地特性と事業制度の異なる 3つの整備事業において、共
通して示された「連鎖型面整備事業」の構造を抽出すると共に、これに基づいて今後のあるべき「連鎖型
面整備事業」の制度的枠組みのイメージを5点に集約して提示した。
論文審査の結果の要旨
経済の高度成長とともに都市の成長拡大が加速していた昭和43年、現都市計画法が制定され、これに基
づき全国で新しく市街化区域の都市計画が設定された。市街化区域とは現在の市街地と近い将来の予定地
を含む概念で、都市の成長に合わせて効率良く市街地として整備するものとされた。市街化区域を拡張す
る需要の減じた現在、都市計画の重点は市街化区域内部の整備に向かっている。整備が十分でなく防災、
保健、快適、利便に欠ける問題市街地が、大都市内部を中心に広範囲に残されているからである。しかし、
このような問題市街地では、多数の住民の生活が現に行われていること、また権利関係が輪車奏しているこ
となどにより、整備が面的に広がりにくいという問題がある。
本論文は、上記の問題を克服する都市計画の新たな事業手法として、「連鎖型面整備事業」の概念を提
起し、これに類似する先行実施事例のケーススタディを通じて検証することにより、「連鎖型面整備事業J
の事業構造とこれを支えるべき制度的枠組みの骨格を提示したものであるO
まず、対象とする「既成市街地」の範囲を市街化区域全域とし、その内整備の必要な問題市街地の特性
を整理し、大阪府下では約9万haの市街化区域の内約1万2千haが問題市街地に該当することを示して
いる。そして、市街化区域設定以来問題市街地の整備に取り組んできた制度やモデル的に行われた事業の
実績と制度の流れを整理し、その中から本論文での取り上げる三つの制度、事業の位置づけを行っている。
ケーススタディでは、寝屋川市東大利、萱島東の2地区における密集住宅市街地整備促進事業の事例か
ら、連鎖型面整備事業が「自力更新事業」と「連鎖誘因システム」の2つの要素からなる構造をもつこと
を明らかにし、神戸駅周辺地区の住宅市街地整備総合支援事業の事例から、二つの要素からなる面整備事
業が多様な機能を持つ市街地の再生に寄与したことを、川西能勢口周辺地区に連鎖して行われた複数の市
街地再開発事業の事例から、同じく二つの要素からなる面整備事業が中心市街地の活性化に効果を上げた
ことを検証している。
ケーススタディから得られた結論として、本論で提起した「連鎖型面整備事業」の今後のあるべき制度
的枠組みを 5点に集約して示している。
以上のように、本論文は都市計画の重点課題である既成市街地の面整備に関して、重要な問題提起と有
益な提案を行ったものであり、これらの成果は建築学、都市工学、中でも特に都市計画分野の発展に寄与
すること大である。よって、本論文の著書は、博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認める。
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